
営体制
などのあり方を検討していきます。また、手賀沼・手賀川を活かして交流人口の拡大を図る取り組みを、引き続き進
めていきます。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
・聖火リレーなど、東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けた取り組みを関係各課と連携して進めます。
・連携協定を結んでいる各大学と協力し、相互連携の取り組みを充実していきます。 ・部の運営方針に掲げた各課の取り組みについては、概ね想定どおりに
・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 遂行できた。
・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・ ・財源の確保については、ふるさと納税のポータルサイト拡充や滞納処
効果的に活用しながら、計画的な予算の編成と執行を進めます。 分の強化により歳入の増加につなげることができた。
・市民の利便性向上や市外・外国の方に我孫子を広く知っていただくため、公衆無線ＬＡＮの設置に取り組みます。 ・第三次基本計画の中間見直しと次期総合計画の策定を進めてきたが、
・市の歳入の根幹をなす市税の確保に向け、税目ごとに的確な賦課・徴収を行い、自主財源の確保に努めま

様

す。市税 引き続き、令

式

和４年度から第四次総

第

合計画がスタートでき

１

るよう計画策
の徴収で

号

は、滞納整理等の強化

部

に向けた取り組みを進

の

めます。また、個人市

運

民税の特別徴収を引き

営

続き進めるととも 定を

方

進めていく。
に、口座

針

振替とコンビニ納付の

・

推進により徴収率の向

課

上に努めます。市税以

の

外の収入では、複数の

目

ポータルサイトを ・新

標

たな文化施設について

設

は、「文化交流拠点施

定

設建設構想（案）」を

書

活用してふるさと納税

(

を推進するとともに、

平

寄附受入額の増加に繋

成

がるよう魅力ある返礼

3

品の企画・発掘に努め

1

ます 春のふれあい懇談

年

会に示すことができた

度

。
。また、市民による

)

他自治体へのふるさと

部

納税額の増加に伴い、

コ

市税の減収額が拡大し

ー

ていることから、広報

ド

やホー ・東京２０２０

0

オリンピック・パラリ

2

ンピック競技大会聖火

部

リレーにつ
ムページを

　

通じて、減収の状況に

名

ついて広くお知らせし

企

ていきます。 いては、

画

これまで要望活動を行

財

ってきた結果、我孫子

政

市を通るルートが
・予

部

算編成では、歳出にお

部

いて扶助費や公債費な

長

どの増加が見込まれる

名

ため、歳入に見合った

渡

歳出が基本であるとの

辺

決定した。
認識のもと

　

、行政評価等と連動さ

健

せながら経常的経費の

成

削減を図ります。
・予

１

算編成状況や決算状況

．

、財務書類、財政白書

部

、健全化判断比率等の

の

公表など、市の財政状

運

況について、広報やホ

営

ームページなどを通じ

方

て市民にわかりやすく

針

お知らせします。

課コ

(

ード 01 課　名 企画課

予

課長名 小林　修

２．課

算

の目標（部の運営方針

編

を受けて課の取組方針

成

を記入） 部の運営方針

・

に対する課の目標への

実

取組結果

・基本構想、

施

基本計画、実施計画に

計

基づき、総合的・計画

画

的な行政運営を図ると

策

ともに、部門横断的な

定

行政課題に対 ・行政評

方

価を活用し、事業の進

針

行管理を図った。
応す

な

るため、庁議や活力あ

ど

る地域づくり推進会議

を

などを開催し、庁内の

踏

総合的な調整や情報共

ま

有を図ります。 ・新た

え

な文化施設については

て

、昨年中間報告で提示

、

した「文化交流拠点
・

基

行政評価制度を活用し

本

、第三次基本計画の施

計

策や第９期実施計画に

画

位置づけられた事業の

の

適切な進行管理を行い

分

、 施設建設構想（案）

野

」をとりまとめた。春

別

のふれあい懇談会に提

計

示する
事業の改善に努

画

めます。 ことができた

や

。
・湖北台地区の公共

重

施設の整備については

点

、整備方針に基づき、

ﾌ

庁内の連絡調整を図り

ﾟ

ます。 ・鉄道の利便性

ﾛ

向上の取組みにより、

ｼ

３月のダイヤ改正では

ﾞ

、成田線の
・新たな文

ｪ

化交流拠点施設につい

ｸ

ては、建設構想案を議

ﾄ

会や市民に示していき

、

ます。 上りで、成田方

所

面から上野行きの列車

管

が品川へ1本延伸し、

に

品川から成
・成田線の

係

増発などを引き続き強

る

くＪＲ東日本に働きか

部

けます。 田方面へ直通

の

する列車が1本増え、

運

成田線の利便性が向上

営

した。
・市民サービス

方

の向上や効率的・効果

針

的な行財政運営のため

に

、近隣市町との連携を

対

強化し、事務の共同処

す

理の拡大や ・オリンピ

る

ック聖火リレー招致の

課

要望活動を続けた結果

の

、聖火リレーが
共通課

目

題の解決に向けた取り

標

組みを進めるとともに

へ

、公共施設などの相互

の

利用の拡大に向けた取

取

り組みを進めます。 決

組

定し、道の駅しょうな

結

んから手賀沼公園まで

果

のルートとなった。
・

　

柏市、流山市と連携し

　

ながら、東葛中部地区

分

総合開発事務組合のあ

野

り方を検討します。ま

別

た、ウィングホール柏

基

斎
場では、今後の火葬

本

需要を踏まえた施設整

計

備を計画的に進めてい

画

きます。障害者支援施

の

設「みどり園」では、

目

市民サ
ービスの向上や

標

効率的で効果的な運営

を

などの視点からモニタ

考

リングを実施し、利用

慮

者サービスの向上に努

し

めます。
・我孫子市、

て

柏市、印西市と国や県

、

の機関で構成する手賀

部

沼・手賀川活用推進協

の

議会では、２９年度に

目

策定したアク
ションプ

標

ランに基づいて、手賀

を

沼周辺の魅力向上に向

達

けたサイクリングロー

成

ドの整備に向けた取り

す

組みなどを進めて
いき

る

ます。
・「平和の灯」

た

や「サダコ鶴」などを

め

活用するとともに、若

の

者による平和リレー講

方

座を小学校で開催する

針

など、戦争
や原爆の恐

を

ろしさ、平和の大切さ

記

を次の世代に伝えてい

入

く取り組みを引き続き

)

進めていきます。また

・

、８月に１２人
の中学

第

生を長崎に派遣します

三

。
・平成２９年度から

次

スタートした第三次国

基

際化推進基本方針に基

本

づいて国際化推進事業

計

を着実に進めます。
・

画

平成２７年度に策定し

の

た我孫子市まち・ひと

中

・しごと創生総合戦略

間

に基づき、若い世代の

見

定住化や少子化などの

直

地
域課題の解決に向け

し

た取り組みを大学や民

を

間企業等と連携しなが

行

ら総合的に進めます。

う

・東京２０２０オリン

と

ピック・パラリンピッ

と

ク競技大会の情報収集

も

に努めるとともに、事

に

前合宿誘致に向けた取

、

り組
みを関係課ととも

次

に進めます。
・２０２

期

２年度にスタートする

総

次期総合計画策定のた

合

め、市民との意見交換

計

会や市民アンケートな

画

どを実施し、その
結果

の

をもとに、総合計画審

策

議会や総合計画策定委

定

員会、庁内作業部会で

を

基本構想案を策定しま

進

す。

３．課の目標を達

め

成する上での課題と対

ま

応（人員の配置、組織

す

のあり方など）

・総合

。

計画の策定が本格稼働

ま

するため、今後３年間

た

の体制が課題となる。

、

・渉外事業については

第

、土日や夜間の業務が

三

多いため、体制・業務

次

の効率化などが課題と

基

なる。

４．原因分析・

本

改善策

（課長） （部長

計

）
特になし 特になし

５

画

．課の目標を達成する

を

ために取り組む事務事

着

業

事務事業名（個別事

実

業） 重プ 施策 指標 単位

に

現況値 目標値 実績値 達

推

成率(％) 評価該当 コ

・

ード

1 都市間交流の推

計

進 重無 84002 基本

画

方針策定の進捗率 ％ 0

に

20 10 50 現状

2 国

沿

際交流活動への支援 重

っ

無 43101 補助する

た

事業の数 事業 10 10

事

10 100 現状

3 在住

業

外国人支援事業 重無 4

の

3201 外国人のため

進

の日本語教室開催数 回

行

62 68 62 91.1

管

8 現状

4 平和事業の実

理

施 重無 51102 派遣

を

中学生発表会の来場者

適

数の増加率（2018

正

年度の来場者数／20

に

％ 100 100 142

行

142 現状

5 常磐線の

う

利便性向上 重４ 634

こ

01 要望事業数 項目 3

と

3 3 100 現状

6 成田

が

線の輸送力強化と利便

で

性向上 重４ 63401

き

要望実績数 項目 10 1

た

0 15 150 現状

7 施

。

政方針・一般報告等の

進

作成 重無 81101 施

す

政方針・市政一般報告

る

、ふれあい懇談会ホー

た

ムページへのアク 件 2

め

,816 2,500 5

、

,116 204.64

第

現状

8 庁議の運営 重無

９

83101 連絡調整率

期

（連絡調整された議題

実

数/連絡調整を必要と

施

する議題 ％ 100 10

計

0 100 100 現状

9

画

議会運営の支援 重無 8

に

3101 答弁検討会、

位

施政方針・一般報告の

置

調整率 ％ 100 100

付

100 100 現状

10

け

湖北台地区公共施設整

た

備の検討 重無 8310

事

1 事業の進行管理 ％ 0

業

20 20 100 現状

を適切に進行管理していきます。さらに、まち・ひと・しごと創生総 ・新たな文化交流拠点施設については「文化交流拠点施設建設構想（案
合戦略に位置付ける施策や事業の着実な推進など人口減少対策に取り組みます。 ）」を春のふれあい懇談会に提示することができた。
・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善 ・平和事業では、来年が戦後75年の節目の年になることから、来年に備
に努めます。 えて、試行的に手賀沼公園にてとうろう流しを実施した。
・ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管理計画の基本方針を踏まえた個別施設計画の策定に
向けて各施設の所管課を支援するとともに、適切に進行管理を行います。また、他部局と連携し、施設整備において
積極的な調整を進めます。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」に基づき、事業を進行管理していきます。
・新たな文化交流拠点施設については、建設構想(案)を市民に周知し、広く意見を聴取していきます。
・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り組みます。
・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用
や事務の共同処理の拡大など広域行政を一層進めます。なお、東葛中部地区総合開発事務組合については、運



策

無 83101 高野山新

定

田地区で実施されてい

と

る事業数 事業 15 20

進

15 75 現状

行管理 重無 83101 事業実施率（実施済事業数／実施予定事業数） ％ 100 100 100 100 現状

12 行政評価の推進 重無 83102 事

５

務事業の改善策の実施

．

率（３１年度から廃止

課

・休止した事務事 ％ 1

の

00 100 100 10

目

0 現状

標

13 東葛

を

中部地区総合開発事務

達

組合の運営 重無 840

成

02 ３市の効率的な運

す

営に向けた取り組み数

る

件 1 1 1 100 現状

ため

14 東葛広域行政

に

連絡協議会 重無 840

取

02 課題への取り組み

り

数 件 1 1 1 100 現状

組む

15 ＪＯＢＡＮ

事

アートライン協議会 重

務

無 84002 イベント

事

等の開催回数 件 2 1 2

業

200 現状

事

16

務

活力ある地域づくり推

事

進会議 重無 83101

業

検討事項のうち、対応

名

方針が定まった事項の

（

割合 ％ 0 100 100

個

100 現状

別

17

事

柏レイソルホームタウ

業

ン事業 重無 84002

）

我孫子ホームタウンデ

重

ーの開催回数 回 1 1 1

施

100 現状

施

18

策

手賀沼・手賀川活用推

指

進協議会 重無 8400

標

2 アクションプランに

単

位置付けられた広域連

位

携にかかる施策のうち

現

% 20 20 40 200

況

現状

値

19 新たな

目

文化交流拠点施設整備

標

の検討 重無 53101

値

「建設構想」策定の進

実

捗率 ％ 10 15 15 1

績

00 現状

値

20 近

達

隣市等とのまちづくり

成

連絡協議会 重無 840

率

01 新たに利用できる

(

公共施設の数 件 0 1 0

％

0 現状

)

21 大学

評

との連携 重無 8120

価

1 相互連携事業の取り

該

組み数 件 2 3 3 100

当

現状

コ

22 成田空

ー

港活用協議会への参画

ド

重４ 63401 事業の提案数 案 1 1 1 100 現状

23 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理 重無 83101 総合戦略に位置付けた事業の検証率 ％ 0 100 100 100 現状

24 東京2020オリンピック・パラリンピ

1

ックに向けた取組 重無

1

43101 受け入れ態

総

勢整備の進捗状況 ％ 4

合

0 40 20 50 廃止

計画

25 高野山新田地

の

区活性化事業の推進 重



組みます。 ・市の財政状況については、市民にわかりやすい情報提供を意識して、
・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用 広報やホームページなどによりお知らせした。
や事務の共同処理の拡大など広域行政を一層進めます。なお、東葛中部地区総合開発事務組合については、運営体制
などのあり方を検討していきます。また、手賀沼・手賀川を活かして交流人口の拡大を図る取り組みを、引き続き進
めていきます。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
・聖火リレーなど、東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けた取り組みを関係各課と連携して進めます。
・連携協定を結んでいる各大学と協力し、相互連携の取り組みを充実していきます。 ・部の運営方針に掲げた各課の取り組みについては、概ね想定どおりに
・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 遂行できた。
・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・ ・財源の確保については、ふるさと納税のポータルサイト拡充や滞納処
効果的に活用しながら、計画的な予算の編成と執行を進め

様

ます。 分の強化により

式

歳入の増加につなげる

第

ことができた。
・市民

１

の利便性向上や市外・

号

外国の方に我孫子を広

部

く知っていただくため

の

、公衆無線ＬＡＮの設

運

置に取り組みます。 ・

営

第三次基本計画の中間

方

見直しと次期総合計画

針

の策定を進めてきたが

・

、
・市の歳入の根幹を

課

なす市税の確保に向け

の

、税目ごとに的確な賦

目

課・徴収を行い、自主

標

財源の確保に努めます

設

。市税 引き続き、令和

定

４年度から第四次総合

書

計画がスタートできる

(

よう計画策
の徴収では

平

、滞納整理等の強化に

成

向けた取り組みを進め

3

ます。また、個人市民

1

税の特別徴収を引き続

年

き進めるととも 定を進

度

めていく。
に、口座振

)

替とコンビニ納付の推

部

進により徴収率の向上

コ

に努めます。市税以外

ー

の収入では、複数のポ

ド

ータルサイトを ・新た

0

な文化施設については

2

、「文化交流拠点施設

部

建設構想（案）」を
活

　

用してふるさと納税を

名

推進するとともに、寄

企

附受入額の増加に繋が

画

るよう魅力ある返礼品

財

の企画・発掘に努めま

政

す 春のふれあい懇談会

部

に示すことができた。

部

。また、市民による他

長

自治体へのふるさと納

名

税額の増加に伴い、市

渡

税の減収額が拡大して

辺

いることから、広報や

　

ホー ・東京２０２０オ

健

リンピック・パラリン

成

ピック競技大会聖火リ

１

レーにつ
ムページを通

．

じて、減収の状況につ

部

いて広くお知らせして

の

いきます。 いては、こ

運

れまで要望活動を行っ

営

てきた結果、我孫子市

方

を通るルートが
・予算

針

編成では、歳出におい

(

て扶助費や公債費など

予

の増加が見込まれるた

算

め、歳入に見合った歳

編

出が基本であるとの 決

成

定した。
認識のもと、

・

行政評価等と連動させ

実

ながら経常的経費の削

施

減を図ります。
・予算

計

編成状況や決算状況、

画

財務書類、財政白書、

策

健全化判断比率等の公

定

表など、市の財政状況

方

について、広報やホ
ー

針

ムページなどを通じて

な

市民にわかりやすくお

ど

知らせします。

課コー

を

ド 03 課　名 財政課 課

踏

長名 山元　真二郎

２．

ま

課の目標（部の運営方

え

針を受けて課の取組方

て

針を記入） 部の運営方

、

針に対する課の目標へ

基

の取組結果

・財政運営

本

の健全性を確保するた

計

めの指針となる中期財

画

政計画では、地方税制

の

や社会保障制度の改正

分

、景気動向に伴 　中期

野

財政計画は、国の制度

別

改正や景気動向に伴っ

計

て変動する税収等の
っ

画

て変動する税収等の財

や

源を的確に捉えていき

重

ます。また、第９期実

点

施計画に位置付ける事

ﾌ

業を進めるための財源

ﾟ

を 財源を的確に捉え、

ﾛ

新たに発生する行政需

ｼ

要等に適切に対応でき

ﾞ

るよう
確保するととも

ｪ

に、新たに発生する行

ｸ

政需要に対応できるよ

ﾄ

う適切な見直しを行っ

、

ていきます。 毎年度見

所

直しを行っている。
・

管

予算編成を通して事務

に

事業の更なる徹底的な

係

見直しを行います。ま

る

た、行政評価や事業仕

部

分けの結果を踏まえな

の

が 　令和２年度予算編

運

成では、幼稚園等の認

営

定こども園移行や施設

方

改修等
ら、経常的経費

針

の節減に取り組むとと

に

もに、投資的経費の重

対

点的・効果的な配分を

す

行い、より効率的・効

る

果的な財政 への支援、

課

子ども医療費の助成拡

の

大など、若い世代が子

目

育てしやすいま
運営を

標

進めます。さらに、引

へ

き続き国・県支出金に

の

関する情報収集に努め

取

、積極的な活用を図り

組

ます。 ちづくりへの取

結

り組みをはじめ、緊急

果

車両の更新や小中学校

　

の設備の更
・ふるさと

　

納税については、複数

分

のポータルサイトを活

野

用しながら、我孫子市

別

を応援してくれる納税

基

者を増やし、歳 新、駅

本

構内へのエレベーター

計

整備など、市民の安全

画

・安心を守るための
入

の

の増加につなげていき

目

ます。また、寄附者へ

標

のお礼として我孫子市

を

の特産品を活用し、広

考

くＰＲしていきます。

慮

さ 取り組み、市民体育

し

館や近隣センターなど

て

公共施設の大規模改修

、

や設備
らに、寄附金の

部

使途を明確にするとと

の

もに、市民が行う他自

目

治体へのふるさと納税

標

による市税の減収額に

を

ついて、広 更新など公

達

共施設の老朽化対策を

成

中心に実施していくこ

す

ととした。
報やホーム

る

ページで周知していき

た

ます。 　経常的経費に

め

ついては、事業仕分け

の

や行政評価と連動しな

方

がら事業の
・市の財政

針

状況や予算編成状況に

を

ついては、より深く理

記

解していただくために

入

、広報・ホームページ

)

・出前講座を活 選択と

・

集中を進め、継続的な

第

経費削減に努めている

三

。
用します。また、財

次

政白書については、統

基

一的な基準による財務

本

書類等を掲載するなど

計

、より充実した報告書

画

にしま 　現行制度で見

の

込まれる国・県支出金

中

については、法令や制

間

度を精査し
す。 積極的

見

に活用した。
・複式簿

直

記を前提とした統一的

し

な基準による財務書類

を

等については、関係課

行

（会計課、施設管理課

う

）との調整を図り 　受

と

益者負担の適正化では

と

、昨年１０月の消費税

も

率の引き上げを受け、

に

ながら作成し、予算編

、

成等での活用方法につ

次

いて検討していきます

期

。 原価計算に基づく経

総

費算定やパブリックコ

合

メントでの市民の意見

計

を踏ま
えながら、使用

画

料等を１０年ぶりに見

の

直した。　
　財政状況

策

の提供については、予

定

算編成状況や決算状況

を

等について市広
報・ホ

進

ームページを活用して

め

周知に努めた。
　統一

ま

的な基準による財務書

す

類については、関係課

。

との調整を図りなが
ら

ま

作成し、その結果につ

た

いての分析報告書を取

、

りまとめた。

３．課の

第

目標を達成する上での

三

課題と対応（人員の配

次

置、組織のあり方など

基

）

・的確な歳入・歳出

本

額を把握することは、

計

社会経済状況や国の制

画

度改正に大きな影響を

を

受けることから容易で

着

はあり
ませんが、でき

実

る限り情報収集に努め

に

、適切な対応を図りま

推

す。
・厳しい財政状況

・

が続く中、職員一人ひ

厳

とりがコスト意識を強

し

く持ち、我孫子市が置

い

かれている財政状況を

財

正しく認
識することが

政

必要なため、今後更な

状

る意識改革を図ってい

況

きます。　　　　　　

が

　　　　　　　　　　

続

　　　　　　
　　　　

く

　　　　　　　　　　

中

　

４．原因分析・改善

、

策

（課長） （部長）
・

持

国の制度改正や景気の

続

動向など市を取り巻く

可

社会経済環境の変化は

能

、財政運営に大きな影

な

響を ・市の財政運営に

財

影響を与える外部環境

政

の変化については、課

運

全体で情報収集に努め

営

、共有を図
与えること

を

から、国・県からの通

図

知により情報を得ると

る

ともに、課員全員が意

た

識を高く持ち、自 って

め

いきます。
発的な収集

、

と共有に努めていきま

国

す。 ・市の厳しい財政

の

状況について、機会を

制

捉えて繰り返し情報を

度

提供するとともに、事

進

業の効率化
・予算に係

す

る説明会や庁内研修な

る

どを通じて、職員に対

た

し市の財政状況につい

め

ての情報を積極的 の徹

、

底を全庁的に促し、職

第

員の意識改革を図って

９

いきます。
に提供して

期

いくとともに、予算要

実

求や流用・予備費充用

施

要求について、必要性

計

や緊急性、財源確
保な

画

どの観点から厳しく精

に

査し、その根拠を丁寧

位

に説明することで、コ

置

スト意識の醸成を図っ

付

て
いきます。

５．課の

け

目標を達成するために

た

取り組む事務事業

事務

事

事業名（個別事業） 重

業

プ 施策 指標 単位 現況値

を

目標値 実績値 達成率(

適

％) 評価該当 コード

1

切

財政情報の提供 重無 8

に

3301 財政情報に関

進

するホームページへの

行

アクセス件数 件 18,

管

866 3,000 23

理

,891 796.37

し

現状

2 中期財政計画の

て

見直し 重無 83301

い

計画２年度・３年度の

き

経常収支の平均 百万 △

ま

28 10 122 1,2

す

20 現状

3 予算編成 重

。

無 83302 財政構造

さ

の弾力性を測る指標の

ら

一つである経常収支比

に

率 ％ 95.9 94.8

、

94.9 99.89 現

ま

状

4 債務負担行為支払

ち

事務 重無 83302 債

・

務負担行為のうち新規

ひ

委託等用地取得費分（

と

３年間の平均） 億円 0

・

.04 0.6 0 0 現状

し

5 決算事務 重無 833

ご

02 当該年度経常収支

と

比率 ％ 95.9 94.

創

8 94.9 99.89

生

現状

6 財政事務 重無 8

総

3302 進捗率(会議

改

等へ出席した回数・期

正

限内に提出した調査件

や

数/会議 ％ 100 10

景

0 100 100 現状

7

気

基金の管理事務 重無 8

動

3303 財政調整基金

向

の年度末残高 百万 2,

に

083 2,100 2,

伴

126 101.24 現

っ

状

8 交付税事務 重無 8

て

3303 期限内に回答

変

できた件数/問い合わ

動

せ件数 ％ 100 100

す

100 100 現状

9 起

る

債事務 重無 83303

税

新規市債の実発行額 億

収

円 32 31 22.6 1

等

37.17 現状

10 補

の

助金事務 重無 8330

財

3 一般会計予算総額に

源

対して、施策的補助金

を

が占める割合 ％ 2.6

的

2.5 2.4 104.

確

17 現状

に捉え、新たに発
合戦略に位置付ける施策や事業の着実な推進など人口減少対策に取り組みます。 生する行政需要等に適切に対応できるよう中期財政計画の見直しを行っ
・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善 た。
に努めます。 ・ふるさと納税については、寄付受入額の増加を図るためにポータルサ
・ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管理計画の基本方針を踏まえた個別施設計画の策定に イトを拡充したことなどにより、当初想定した以上の実績をあげること
向けて各施設の所管課を支援するとともに、適切に進行管理を行います。また、他部局と連携し、施設整備において ができた。
積極的な調整を進めます。 ・扶助費などの社会保障関係費や公債費が増加しており、歳入に見合っ
・「湖北台地区公共施設の整備方針」に基づき、事業を進行管理していきます。 た歳出が予算の基本であるとの認識のもと、行政評価や事業仕分けなど
・新たな文化交流拠点施設については、建設構想(案)を市民に周知し、広く意見を聴取していきます。 と連動させながら予算編成を行った。
・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り



の見直し 重無 83303 原価計算の実施率 ％ 100 100 100 100 現状

12 ふるさと納税の推進 重無 83303 ふるさと納税寄附金額 千円 7,4

５

05 15,000 29

．

,056 193.71

課

現状

の

13 統一的

目

な基準による地方公会

標

計の整備 重無 8330

を

1 進捗率（財務書類等

達

の作成・公表） ％ 0 1

成

00 100 100 現状

するために取り組む事務事業

事務事業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 受益者負担



針に対する部全体の総合評価
・聖火リレーなど、東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けた取り組みを関係各課と連携して進めます。
・連携協定を結んでいる各大学と協力し、相互連携の取り組みを充実していきます。 ・部の運営方針に掲げた各課の取り組みについては、概ね想定どおりに
・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 遂行できた。
・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・ ・財源の確保については、ふるさと納税のポータルサイト拡充や滞納処
効果的に活用しながら、計画的な予算の編成と執行を進めます。 分の強化により歳入の増加につなげることができた。
・市民の利便性向上や市外・外国の方に我孫子を広く知っていただくため、公衆無線ＬＡＮの設置に取り組みます。 ・第三次基本計画の中間見直しと次期総合計画の策定を進めてきたが、
・市の歳入の根幹をなす市税の確保に向け、税目ごとに的確な賦課・徴収を行い、自主財源の確保に努めます。市税 引き続き、令和４年度から第四次総合計画がスタートできるよう計画策
の徴収では、滞納整理等の強化に向けた取り組みを進めます。また、

様

個人市民税の特別徴収

式

を引き続き進めるとと

第

も 定を進めていく。
に

１

、口座振替とコンビニ

号

納付の推進により徴収

部

率の向上に努めます。

の

市税以外の収入では、

運

複数のポータルサイト

営

を ・新たな文化施設に

方

ついては、「文化交流

針

拠点施設建設構想（案

・

）」を
活用してふるさ

課

と納税を推進するとと

の

もに、寄附受入額の増

目

加に繋がるよう魅力あ

標

る返礼品の企画・発掘

設

に努めます 春のふれあ

定

い懇談会に示すことが

書

できた。
。また、市民

(

による他自治体へのふ

平

るさと納税額の増加に

成

伴い、市税の減収額が

3

拡大していることから

1

、広報やホー ・東京２

年

０２０オリンピック・

度

パラリンピック競技大

)

会聖火リレーにつ
ムペ

部

ージを通じて、減収の

コ

状況について広くお知

ー

らせしていきます。 い

ド

ては、これまで要望活

0

動を行ってきた結果、

2

我孫子市を通るルート

部

が
・予算編成では、歳

　

出において扶助費や公

名

債費などの増加が見込

企

まれるため、歳入に見

画

合った歳出が基本であ

財

るとの 決定した。
認識

政

のもと、行政評価等と

部

連動させながら経常的

部

経費の削減を図ります

長

。
・予算編成状況や決

名

算状況、財務書類、財

渡

政白書、健全化判断比

辺

率等の公表など、市の

　

財政状況について、広

健

報やホ
ームページなど

成

を通じて市民にわかり

１

やすくお知らせします

．

。

課コード 04 課　名

部

課税課 課長名 中野　信

の

夫

２．課の目標（部の

運

運営方針を受けて課の

営

取組方針を記入） 部の

方

運営方針に対する課の

針

目標への取組結果

●歳

(

入の根幹である市税の

予

確保に向け、税目ごと

算

に的確な賦課を行い、

編

自主財源の確保に努め

成

ます。 ●各税目の適正

・

な賦課と課税客体の把

実

握に努めた。
●電子申

施

告（個人市民税（給与

計

支払報告書）、法人市

画

民税、固定資産税（償

策

却資産））の普及推進

定

に努めます。 ●電子

方

申告について、個人市

針

民税給与支払報告書、

な

法人市民税申告、固
●

ど

市民税徴収率向上に向

を

けて、個人市民税の特

踏

別徴収を引き続き推進

ま

します。 定資産税（償

え

却資産）申告のいずれ

て

も利用が拡大したこと

、

により、事務
効率が向

基

上した。今後も引き続

本

き普及に努める。
●市

計

民税の徴収率の向上の

画

ため、特別徴収の推進

の

に努めた。

３．課の目

分

標を達成する上での課

野

題と対応（人員の配置

別

、組織のあり方など）

計

●

４．原因分析・改善

画

策

（課長） （部長）
●

や

人員が増員されたこと

重

により安定した業務体

点

制が整いつつある。ま

ﾌ

た、人員の増員により

ﾟ

一人 ●引き続き、業務

ﾛ

体制や業務分担等を見

ｼ

直す必要があると考え

ﾞ

る。
当たりの残業時間

ｪ

等の削減ができた。引

ｸ

き続き、業務体制等の

ﾄ

見直しを行っていきま

、

す。

５．課の目標を達

所

成するために取り組む

管

事務事業

事務事業名（

に

個別事業） 重プ 施策 指

係

標 単位 現況値 目標値 実

る

績値 達成率(％) 評価

部

該当 コード

1 個人住民

の

税賦課 重無 83303

運

課税客体に対して適性

営

に課税した割合 ％ 10

方

0 100 99.99 9

針

9.99 現状

2 償却資

に

産評価 重無 83303

対

償却資産の評価率 % 1

す

00 100 100 10

る

0 現状

3 固定資産税・

課

都市計画税賦課事業 重

の

無 83303 固定資産

目

税・都市計画税の賦課

標

割合 ％ 100 100 1

へ

00 100 現状

4 土地

の

の調査・評価 重無 83

取

303 土地の利用変更

組

（分合筆約1300筆

結

）や所有権移転のあっ

果

た土地の % 100 10

　

0 100 100 現状

5

　

法人市民税・たばこ税

分

の賦課・調定 重無 83

野

303 法人市民税の適

別

正課税割合 　％ 100

基

100 99.9 99.

本

9 現状

6 税制改正事業

計

重無 83303 改正す

画

べき事項の改正割合 %

の

100 100 100 1

目

00 現状

7 税証明発行

標

業務事業 重無 8330

を

3 証明請求者に対する

考

証明書発行割合 % 10

慮

0 100 100 100

し

現状

8 軽自動車税の賦

て

課・調定 重無 8330

、

3 課税客体に対して適

部

性に課税した割合 ％ 1

の

00 100 100 10

目

0 現状

9 家屋の調査・

標

評価 重無 83303 家

を

屋の調査及び評価の進

達

捗率 % 100 100 1

成

00 100 現状

10 電

す

子申告サービス事業 重

る

無 83204 実施率 ％

た

13 15 28 186.

め

67 現状

の方針を記入)

・第三次基本計画の中間見直しを行うとともに、次期総合計画の策定を進めます。また、第三次基本計画を着実に推 ●市税の課税について、適正な賦課を行うことにより、自主財源の確保
進するため、第９期実施計画に位置付けた事業を適切に進行管理していきます。さらに、まち・ひと・しごと創生総 に努めることができた。また、徴収率の向上のため、特別徴収の推進に
合戦略に位置付ける施策や事業の着実な推進など人口減少対策に取り組みます。 取り組むことができた。
・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善
に努めます。
・ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管理計画の基本方針を踏まえた個別施設計画の策定に
向けて各施設の所管課を支援するとともに、適切に進行管理を行います。また、他部局と連携し、施設整備において
積極的な調整を進めます。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」に基づき、事業を進行管理していきます。
・新たな文化交流拠点施設については、建設構想(案)を市民に周知し、広く意見を聴取していきます。
・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り組みます。
・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用
や事務の共同処理の拡大など広域行政を一層進めます。なお、東葛中部地区総合開発事務組合については、運営体制
などのあり方を検討していきます。また、手賀沼・手賀川を活かして交流人口の拡大を図る取り組みを、引き続き進
めていきます。

部の運営方



、引き続き進
めていきます。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
・聖火リレーなど、東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けた取り組みを関係各課と連携して進めます。
・連携協定を結んでいる各大学と協力し、相互連携の取り組みを充実していきます。 ・部の運営方針に掲げた各課の取り組みについては、概ね想定どおりに
・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 遂行できた。
・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・ ・財源の確保については、ふるさと納税のポータルサイト拡充や滞納処
効果的に活用しながら、計画的な予算の編成と執行を進めます。 分の強化により歳入の増加につなげることができた。
・市民の利便性向上や市外・外国の方に我孫子を広く知っていただくため、公衆無線ＬＡＮの設置に取り組みます。 ・第三次基本計画の中間見直しと次期総合計画の策定を進めてきたが、
・市の歳入の根幹をなす市税の確保に向け、税目ごとに的確な賦課・徴収を行い、自主財源の確保に努めます。市税 引き続き、令和４年度から第四次総合計画がスタートできるよう計画策
の徴収では、滞納整理等の強

様

化に向けた取り組みを

式

進めます。また、個人

第

市民税の特別徴収を引

１

き続き進めるととも 定

号

を進めていく。
に、口

部

座振替とコンビニ納付

の

の推進により徴収率の

運

向上に努めます。市税

営

以外の収入では、複数

方

のポータルサイトを ・

針

新たな文化施設につい

・

ては、「文化交流拠点

課

施設建設構想（案）」

の

を
活用してふるさと納

目

税を推進するとともに

標

、寄附受入額の増加に

設

繋がるよう魅力ある返

定

礼品の企画・発掘に努

書

めます 春のふれあい懇

(

談会に示すことができ

平

た。
。また、市民によ

成

る他自治体へのふるさ

3

と納税額の増加に伴い

1

、市税の減収額が拡大

年

していることから、広

度

報やホー ・東京２０２

)

０オリンピック・パラ

部

リンピック競技大会聖

コ

火リレーにつ
ムページ

ー

を通じて、減収の状況

ド

について広くお知らせ

0

していきます。 いては

2

、これまで要望活動を

部

行ってきた結果、我孫

　

子市を通るルートが
・

名

予算編成では、歳出に

企

おいて扶助費や公債費

画

などの増加が見込まれ

財

るため、歳入に見合っ

政

た歳出が基本であると

部

の 決定した。
認識のも

部

と、行政評価等と連動

長

させながら経常的経費

名

の削減を図ります。
・

渡

予算編成状況や決算状

辺

況、財務書類、財政白

　

書、健全化判断比率等

健

の公表など、市の財政

成

状況について、広報や

１

ホ
ームページなどを通

．

じて市民にわかりやす

部

くお知らせします。

課

の

コード 05 課　名 収税

運

課 課長名 関口　浩紀

２

営

．課の目標（部の運営

方

方針を受けて課の取組

針

方針を記入） 部の運営

(

方針に対する課の目標

予

への取組結果

〇自主財

算

源である市税を確保す

編

るため、滞納整理を強

成

化するとともに、徴収

・

率の向上に努めます。

実

・滞納者の財産調査を

施

積極的に行い差押など

計

の滞納処分を強化しま

画

した
〇公金徴収一元化

策

して徴収に取り組んで

定

いる債権回収室では、

方

所管課と連携しより効

針

率的・効果的に進めま

な

す。 。
〇口座振替とコ

ど

ンビニ納付の利用促進

を

を図ります。 ・公金徴

踏

収一元化による債権回

ま

収業務についても積極

え

的な財産調査を実
　　

て

　　　　　   施し

、

、財産が判明すれば滞

基

納処分などにより高額

本

滞納案件を完納へと導

計

・滞納処分を前提とし

画

た多様な財産調査の実

の

施 くことができました

分

。
　（不動産、預貯金

野

、生命保険等解約返戻

別

金、給与・賞与・年金

計

・還付金、売掛金、敷

画

金、賃貸借料他） ・イ

や

ンターネット公売によ

重

り不動産公売を実施し

点

ました。
・インターネ

ﾌ

ット公売の実施 ・回収

ﾟ

不可能な債権について

ﾛ

は、調査を実施し執行

ｼ

停止処分としました
・

ﾞ

回収不可能な債権の見

ｪ

極めによる執行停止の

ｸ

強化 。
・休日納税相談

ﾄ

の開催 ・休日納税相談

、

を7月・12月の土・

所

日曜日（4日間）に実

管

施し、約170万
・所

に

管課からの移管を受け

係

た移管滞納者に対し、

る

滞納処分等を効率的に

部

実施 円の納付実績があ

の

りました。
・広報やホ

運

ームページ等による口

営

座振替とコンビニ納付

方

の周知 ・口座振替・コ

針

ンビニ納付については

に

、ホームページに掲載

対

済みで、納
税相談や納

す

付の問合せ時に随時説

る

明をしています。

３．

課

課の目標を達成する上

の

での課題と対応（人員

目

の配置、組織のあり方

標

など）

地区担当班４名

へ

・機動班４名・調査班

の

２名の計１０名を徴収

取

担当とし徴収業務を行

組

う。地区担当班と機動

結

班について
は業務が重

果

複する部分があるため

　

、すみ分けを明確化し

　

業務を遂行する必要が

分

ある。そのため、各班

野

の連絡等を密に
したう

別

えで効率的に対応する

基

。なお、嘱託職員は徴

本

税吏員に任命できない

計

ため、徴収業務の人員

画

配置に制限がある。
滞

の

納整理を強化し、徴収

目

率の向上を図るために

標

は全員が徴税吏員であ

を

ることが不可欠である

考

。

４．原因分析・改善

慮

策

（課長） （部長）
少

し

子高齢化に伴う課税額

て

の減少や社会情勢の変

、

化などにより、自主財

部

源を確保するには難し

の

い環 自主財源を確保す

目

るには難しい環境とな

標

ってきていることから

を

効率的な徴収業務を行

達

う。また、
境となって

成

きている。また、納税

す

者の利便性向上のため

る

電子収納を推進してい

た

く必要性がある。 納税

め

者の利便性向上を推進

の

していく必要がある。

方

以上のことから徴収業

針

務においては高度な滞

を

納整理の技術を各職員

記

が身に付け効率的に徴

入

収業務
を行う事が重要

)

であり、積極的な研修

・

参加などにより高度な

第

徴収技術を習得する必

三

要がる。収納
業務では

次

、電子収納の先進自治

基

体などを参考に調査・

本

研究し導入に向けた検

計

討をする必要がある
。

画

５．課の目標を達成す

の

るために取り組む事務

中

事業

事務事業名（個別

間

事業） 重プ 施策 指標 単

見

位 現況値 目標値 実績値

直

達成率(％) 評価該当

し

コード

1 市税の収納 重

を

無 83303 市税の徴

行

収率　 % 98.78 9

う

9 98.78 99.7

と

8 現状

2 市税の滞納整

と

理 重無 83303 滞納

も

繰越分徴収率（徴収税

に

額÷調定額） % 32.

、

21 33.38 34.

次

9 104.55 現状

3

期

固定資産評価審査委員

総

会の運営 重無 0000

合

0 適正な審査執行率（

計

開催数／審査申出数＋

画

定例会） % 100 10

の

0 100 100 現状

4

策

公金徴収一元化の実施

定

重無 83303 債権回

を

収移管者に対する処理

進

率 ％ 100 100 10

め

0 100 現状

5

6

7

8

ま

9

10

す。また、第三次基本計画を着実に推 徴収率向上に向け徹底した財産調査及び滞納処分の強化などにより現年
進するため、第９期実施計画に位置付けた事業を適切に進行管理していきます。さらに、まち・ひと・しごと創生総 課税分は、昨年度同様に高水準の徴収率を維持した。また滞納繰越分の
合戦略に位置付ける施策や事業の着実な推進など人口減少対策に取り組みます。 徴収率は昨年比で約2.0％向上し自主財源の確保に繋がった。
・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善
に努めます。
・ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管理計画の基本方針を踏まえた個別施設計画の策定に
向けて各施設の所管課を支援するとともに、適切に進行管理を行います。また、他部局と連携し、施設整備において
積極的な調整を進めます。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」に基づき、事業を進行管理していきます。
・新たな文化交流拠点施設については、建設構想(案)を市民に周知し、広く意見を聴取していきます。
・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り組みます。
・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用
や事務の共同処理の拡大など広域行政を一層進めます。なお、東葛中部地区総合開発事務組合については、運営体制
などのあり方を検討していきます。また、手賀沼・手賀川を活かして交流人口の拡大を図る取り組みを



、東葛中部地区総合開発事務組合については、運営体制
などのあり方を検討していきます。また、手賀沼・手賀川を活かして交流人口の拡大を図る取り組みを、引き続き進
めていきます。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
・聖火リレーなど、東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けた取り組みを関係各課と連携して進めます。
・連携協定を結んでいる各大学と協力し、相互連携の取り組みを充実していきます。 ・部の運営方針に掲げた各課の取り組みについては、概ね想定どおりに
・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 遂行できた。
・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・ ・財源の確保については、ふるさと納税のポータルサイト拡充や滞納処
効果的に活用しながら、計画的な予算の編成と執行を進めます。 分の強化により歳入の増加につなげることができた。
・市民の利便性向上や市外・外国の方に我孫子を広く知っていただくため、公衆無線ＬＡＮの設置に取り組みます。 ・第三次基本計画の中間見直しと次期総合計画の策定を進めてきたが、
・市の歳入の根幹をなす市税の確保に向け、税目ごとに的

様

確な賦課・徴収を行い

式

、自主財源の確保に努

第

めます。市税 引き続き

１

、令和４年度から第四

号

次総合計画がスタート

部

できるよう計画策
の徴

の

収では、滞納整理等の

運

強化に向けた取り組み

営

を進めます。また、個

方

人市民税の特別徴収を

針

引き続き進めるととも

・

定を進めていく。
に、

課

口座振替とコンビニ納

の

付の推進により徴収率

目

の向上に努めます。市

標

税以外の収入では、複

設

数のポータルサイトを

定

・新たな文化施設につ

書

いては、「文化交流拠

(

点施設建設構想（案）

平

」を
活用してふるさと

成

納税を推進するととも

3

に、寄附受入額の増加

1

に繋がるよう魅力ある

年

返礼品の企画・発掘に

度

努めます 春のふれあい

)

懇談会に示すことがで

部

きた。
。また、市民に

コ

よる他自治体へのふる

ー

さと納税額の増加に伴

ド

い、市税の減収額が拡

0

大していることから、

2

広報やホー ・東京２０

部

２０オリンピック・パ

　

ラリンピック競技大会

名

聖火リレーにつ
ムペー

企

ジを通じて、減収の状

画

況について広くお知ら

財

せしていきます。 いて

政

は、これまで要望活動

部

を行ってきた結果、我

部

孫子市を通るルートが

長

・予算編成では、歳出

名

において扶助費や公債

渡

費などの増加が見込ま

辺

れるため、歳入に見合

　

った歳出が基本である

健

との 決定した。
認識の

成

もと、行政評価等と連

１

動させながら経常的経

．

費の削減を図ります。

部

・予算編成状況や決算

の

状況、財務書類、財政

運

白書、健全化判断比率

営

等の公表など、市の財

方

政状況について、広報

針

やホ
ームページなどを

(

通じて市民にわかりや

予

すくお知らせします。

算

課コード 06 課　名 資

編

産経営課 課長名 林　宏

成

規

２．課の目標（部の

・

運営方針を受けて課の

実

取組方針を記入） 部の

施

運営方針に対する課の

計

目標への取組結果

・公

画

共施設等総合管理計画

策

の基本方針に沿って施

定

設整備の調整を図りま

方

す。 各施設所管課の個

針

別施設計画の策定の支

な

援及び全体の進行管理

ど

を行い、
・各所管部局

を

における個別施設計画

踏

の策定を支援します。

ま

本年度に下記の8計画

え

の策定が完了した。
・

て

庁内職員に向けた情報

、

提供や研修会を開催し

基

、ファシリティマネジ

本

メントの考え方を通じ

計

たコスト意識の醸成を

画

図 ・我孫子市近隣セン

の

ター等個別施設計画
り

分

ます。 ・我孫子市鳥の

野

博物館長寿命化計画
・

別

我孫子市あらき園長寿

計

命化計画
・我孫子市白

画

樺文学館長寿命化計画

や

・我孫子市民図書館長

重

寿命化計画
・我孫子市

点

公民館長寿命化計画
・

ﾌ

我孫子市学童保育室・

ﾟ

あびっ子クラブ長寿命

ﾛ

化計画
・我孫子市学校

ｼ

施設個別施設計画
また

ﾞ

、庁内職員に向けてＦ

ｪ

Ｍニュースを発行して

ｸ

情報提供を行うと共に

ﾄ

、工夫を取り入れた職

、

員研修を開催し、ファ

所

シリティマネジメント

管

の考
え方を通じた全庁

に

的なコスト意識の醸成

係

に努めた。

３．課の目

る

標を達成する上での課

部

題と対応（人員の配置

の

、組織のあり方など）

運

ファシリティマネジメ

営

ント業務は定型的な業

方

務と異なり、常に情報

針

収集を行うとともに適

に

切な方法を構築しなが

対

ら推
進していくことか

す

ら、人材の育成・ノウ

る

ハウの蓄積が重要とな

課

る。

４．原因分析・改

の

善策

（課長） （部長）

目

５．課の目標を達成す

標

るために取り組む事務

へ

事業

事務事業名（個別

の

事業） 重プ 施策 指標 単

取

位 現況値 目標値 実績値

組

達成率(％) 評価該当

結

コード

1 ファシリティ

果

マネジメントの推進 重

　

無 83103 個別施設

　

計画の策定数 件 14 2

分

0 22 110 現状

2

3

野

4

5

6

7

8

9

10

別基本計画の目標を考慮して、部の目標を達成するための方針を記入)

・第三次基本計画の中間見直しを行うとともに、次期総合計画の策定を進めます。また、第三次基本計画を着実に推 公共施設等総合管理計画の基本方針を踏まえた個別施設計画について、
進するため、第９期実施計画に位置付けた事業を適切に進行管理していきます。さらに、まち・ひと・しごと創生総 施設所管課の策定を支援するとともに、全体の進行管理を適切に行った
合戦略に位置付ける施策や事業の着実な推進など人口減少対策に取り組みます。 。また、全庁の次年度予算編成において、ファシリティマネジメントの
・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善 観点から施設整備に係る事業の優先度の査定を適切に行うとともに、年
に努めます。 間を通じて公共施設の最適配置や長寿命化に向けた総合的な調整を適宜
・ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管理計画の基本方針を踏まえた個別施設計画の策定に 行った。
向けて各施設の所管課を支援するとともに、適切に進行管理を行います。また、他部局と連携し、施設整備において
積極的な調整を進めます。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」に基づき、事業を進行管理していきます。
・新たな文化交流拠点施設については、建設構想(案)を市民に周知し、広く意見を聴取していきます。
・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り組みます。
・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用
や事務の共同処理の拡大など広域行政を一層進めます。なお


